参考資料４
【別添３：利益率減少に係る調査】
○記入対象業種
　以下の要件を満たす場合は別添３に記入してください。

＜要件＞
物価高等の影響を受けた原材料価格や人手不足による人件費の上昇等、その業種が属する業界全体が影響を受けている変動費又は固定費の増加を要因として、その業種に属する企業の50％以上の中小企業者（注１）について、最近３か月間の平均売上高営業利益率（注２）（以下「月平均利益率」という。）が前年同期の月平均利益率に比して20％減少していること。
（注1）　その業種に属する企業の50％以上の中小企業者

「（4）企業数の動向」に記入
	
	令和５年度末
	調査時点

	（Ｂ）中小企業数
	2，560社
	

	（Ｄ）調査対象中小企業者数
	
	256社

	（Ｅ）条件適合中小企業者数
	
	170社

	（Ｅ）／（Ｄ）
	
	66．4％


※その業種に属する企業の50％以上の中小企業者の割合を確定させるに当たり、必ずしも全数調査を必要とするものではなく、相当程度のサンプル数があれば、サンプル調査でもデータとして採用する。条件に適合する中小企業者とは、（注2）の基準を満たす中小企業者を指す。
（注２）　その業種の最近３か月間の月平均売上高営業利益率
「（５）当該業種に属する中小企業者の売上高営業利益率」に記入
（単位：％）
	
	令和5年

	令和6年

	

	
	４月
	５月
	６月
	４月
	５月
	６月
	

	売上高営業利益率
	40.0
	30.0
	50.0
	30.0
	20.0
	40.0
	売上高営業利益率の減少率

	売上高営業利益率（平均）
	40.0
	30.0
	25.0


※売上高営業利益率は営業利益÷売上高で算出することとする。
営業利益＝売上総利益－販売費および一般管理費　　　　　　　　　以　上
2

